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古内博行
はじめに一一課題と構成 
2007年11月20日に欧州委員会[農業・農村開発総局]は iCAP(共
通農業政策， Common Agricultural Policyの略)改革の健康診断への用
意」と題した通知(Communication)を発し， 2008年から2009年にかけ
てCAP改革の進捗状況を精査するための青写真を提示した。欧州委員
会農業・農村開発担当委員のボエル (MariannFischer Boel)は前任者
のフィシュラー (FranzFischler)の用語法を避けてCAP改革の「中間
見直しJ(mid-term review)の表現をせず，これを「健康診断J(Health 
Check) との独特な形容をおこなった。ボエルは健康診断が新たな農政
改革を意味するものではないと強調するが，欧州議会農業委員会はそれ
が「微調整J(fine-tuning)以上のものであるとの見方を提示している1)。
行論のなかで詳しく述べるように，今回の健康診断は2003年6月26日に
「根本的改革Jとして合意をみたフイシュラー農政改革を見直す暫定的
な調整 (theinterim adjustments)である。フィシュラー農政改革は単
一支払スキーム (SinglePayment Scheme，以下SPSと略記)の実現を 
1) Broad welcome for CAP “health check" from EP Agriculture Committee， 
http://www.europarl.europa.eu/news/expert/infopress_page. 
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達成するなどCAP改革の歴史に残る画期的な内容を有していたが，残
された宿題も少なくなかった。
これらの宿題は事実上フィシュラーからボエルに委ねられたのである。
ボエルはその宿題の検証を健康診断と形容して中長期的なCAP改革の
推移を展望して2003年のフィシュラー農政改革の達成度を検討する作業
に入ることになった。それが上述の通知として結実した。その通知にお
いて健康診断の基本的骨子はほぼ提示されている。本稿はボエルの見解
を合わせて検討しながらこの通知の中身に立ち入った考察を加え，健康
診断で見直しの根幹部分をなしていると考えられる点をできるかぎり詳
細に紹介し， CAP改革の歴史において健康診断がどのような位置関係
を有することになるのかを明らかにしていく。健康診断の位置づけに関
しては意見が微妙に分かれている。単なる「技術的作業J(technical ex-
ercise)あるいは「微調整Jとみる見解から幾つかは技術的なものだが，
その他は高度に改革的な要素だとする見方 さらにはイギリスの週刊農
業紙FarmersGuardianの記者のように改革計画とまで言い切る見解ま
で多岐にわたり理解されている2)。このような理解の幅を解釈し，筆者
なりの見方を示すことも本稿の重要な課題をなす。 
2) Korkeaoja (2006)，p. 6，European Commission (2007)，p. 2，EU CAP “Hea1th 
Check"，http;//farmpolicy.com/?p=548，EU revea1 ‘s its CAP health check' 
(20 November，2007 by Jack Davis)，http://www.farmersguardian.com/ 
story.asp ? sectiocodeニ 1&storycode= 14525.なおこの点で，欧州委員会が
本来的に「中間見直し」に「中間的改革J(mid-term reform) との形容を与
えていたことは留意されてよい。 EuropeanCommission (2005)，p. 60.した
がって，もともと中間見直しに改革色が強く盛り込まれていることはこうし
た事実からもおよそ明らかなのである。その点に照らせば健康診断に関して
はそうした自明のことが了解されることなく，拡散的で多義的な理解が提示
されている点は大いに注目に値する。そこでそうした多義的な議論の整理を
おこなって健康診断に正確な評価を与えたうえで妥当な意義づけをすること
が本稿の基本的課題となる理由が以上から容易に推察されるであろう。詳し
くは行論の叙述に委ねることとしてここで上述の問題意識に改めて注意を喚
起しておきたい。 
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加えて真っ先に吟味されなければならないのは今回の健康診断に至る
基本的背景である。先に述べたような繰り延べられた宿題をボエルが果
たそうとしているのが基本的背景といってよいが，通知ではこの点はど
のように扱われているのだろうか。これについて立ち入った検討が必要
とされよう。本稿ではそれゆえ健康診断の基本的背景，その組み立てと
中身，農政改革における位置関係の 3つが主要な論点になる。健康診断
という名の中間見直しの全体像はこのような三者の連関関係についての
系統的な分析によって浮き彫りにされよう。
ボエルは2008年 5月20日における自身のブログにおいて今日ほど健康
診断に着手する必要性が差し迫っている時はないとして健康診断のタイ
ミングが理想的であることを認めなければならないと言明している3)。
それだけにとくに健康診断の組み立てと中身が正確に理解される必要が
ある。 2008年 5月20日といえば， 2007年1月20日の青写真の提示から半
年の諮問期間を経て正式に健康診断の中身が提案された日である。健康
診断のスケジュールは順調に進んでいるようである。本稿ではこの日に
提案された柱の部分をも考察の射程に入れて先の通知の吟味をおこなう。
ちなみにいっておけば，本稿では欧州委員会が提出したフルテキスト版
よりもサマリー版に依拠して議論を進める。フルテキスト版といっても 
12頁の小冊子にすぎない。これに対し 7頁におよぶサマリー版の方が健
康診断の概要に関して詳細な位置づけをおこなっており，その中身と中
身自体の位置関係を知る上でははるかに有益である。 CAP改革の歴史
的文脈で健康診断の再解釈をおこなう本稿の具体的な分析内容からいっ
てもサマリー版は明確な輪郭を与えてくれる。それによりフルテキスト
版は参照するにとどめたが巻末の参考文献には両者を区別して掲載し 
3) Health Check-freeing farmers. http://blogs.ec.europa.eu/fischer-boel/health-
check-freeing farmers/. 
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ている (COM表示がフルテキスト版である)。
なお，筆者は近年政策的選択肢として広く認知されつつあるボンド・
スキーム構想を考察した際にその構想との関わりにおいて健康診断に言
及したことがある4)。その場合には健康診断はあくまでボンド・スキー
ム構想の実現に寄与するという脈絡での脇役的な考察対象にすぎなかっ
たが，本稿は健康診断自体を本格的な分析対象に据えて正面だった検討
をおこなうものである。それゆえ，今回は攻守所を変えてボンド・ス
キーム構想、が絡んでくる場合には必要なかぎりでこの構想に言及するこ
とにしたい。
以上，本稿の基本的な問題意識と取り組まれるべき課題の輪郭を明ら
かにしてきた。それをいま一度要約するならば，①健康診断とはいかな
る背景をもっているのか，②健康診断ではいかなる診断内容がなされ，
またどのような判定が下されているのか ③CAP改革の歴史のなかで
どのような位置づけを与えられるのか，④そのうえでいかなる総合評価
がなされうるのかという 4つの課題群となる。これらの課題群を整理し，
客観的な吟味をおこなうのが本稿の主要な課題である。健康診断の全貌
はこれらの検討作業によりほぼ明らかにされるはずであるが，そこでこ
れまでの説明を踏まえて以下では本稿の分析手順についてあらかじめ提
示しておこう。
まず 1では健康診断とは何かという点に関連して健康診断という名の
中間見直しに至った基本的背景を探る。これはすなわち，通知で言う所
の健康診断の守備範囲を確定することにほかならない。 2003年のフイ
シュラー農政改革についての一連の見直し条項というのが通知において
最初に定義されていることから理解されるように フィシュラー農政改
革が4，5年の時を経てどのような歩みを示し，また解決されるべきい 
4)古内 (2008c)，134-142頁。 
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かなる問題を浮かび上がらせているのかといったことをはっきりさせる
のが健康診断であり，それへの具体的な処方築を提示するのが健康診断
の枢要な役割となっているわけである。さらに先に述べたように，健康
診断は単なる過去の農政改革に関する回顧に限るものではない。それは 
2020年までのCAPに関する推移を展望している。その意味で欧州委員
会は2007-13年までの時期とそれ以降の時期を分けて考える立場をとっ
ているので，健康診断は2013年以降の時期をも見据えてCAPの行方を
定めようとしていることになる。その意味で健康診断を規定しているの
は財政の見直しである。消費者負担型農政から財政負担型農政へと転換
してきたなかで農業財政支出の透明性がますます要請されている。健康
診断は中長期的に重大なこの問題に応えるものとして登場してきたので
ある。この点は行論のなかで、立ち入って論及しよう。 
2では健康診断の議論がどのように組み立てられているかを論じると
同時に具体的な中身がいかなるものであるかを明らかにする。端的にい
うならば，市場原理の活用にさらに一層傾斜した価格政策への組み替え
が意図されているというのが本稿での問題提起である。 SPSに残された
不備な点の解消が目指されている。またセーフテイ・ネット機能に重心
を置く介入システムの抜本的な改変も意図されている。詳しくは行論に
おける展開に委ねるが，直接所得支払いの制度的整備，農産物市場組織
の簡素化，農村開発政策のより一層の振興の 3つが健康診断の具体的な
柱となっている5)。そこでは農業保護にまつわる対内的および対外的な
環境のなかでこれまでの農業保護を装いも新たに衣替えする特徴が窺わ
れる。すなわち， 1990年代の初めから試行錯誤的に模索されてきた間接
統制の変節ないし組み替えがなおもテンポを速めて着手されようとして 
5) “Health Check" of the Common Agricultural Policy，http://ec.europa.eu/agri・ 
culture/health-check/index_en.htm (20/05/2008). 
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いる。したがって 2では間接統制の変節ないし組み替えについて詳しく
検討する。この作業は当然のことながら健康診断というものの内実に迫
るものとなろう。結論を先取りするならば，単なる技術的作業や「微調
整以上のもの」という範轄を超えた改変が目指されているということに
なる。健康診断にはその意味で大きな改変に着手することを中和化する
意味合いがもたされているといってよい。走るべき方向は相当大規模な
改変であるが，あくまで実務的に処理していこうとする政策的意図が垣
間みえるわけである。 
3では 2での分析において明らかにされた健康診断の内容からおのず
と導かれるCAP改革の歴史における健康診断の位置関係に焦点を絞っ
て健康診断の意義と評価に関する総合的な判定をおこなう。 2で分析さ
れるように，健康診断はボエルの温和な表現とは対照的に相当踏み込ん
だ農政改革案となるはずである。本稿の分析のねらいもまさにこの点を
浮き彫りにすることにある。すでに述べたように 健康診断には様々な
理解があり，それらが交通整理なしに混在しているというのが現状での
健康診断に関する評価であるが本稿は明確に2003年農政改革の「大胆
な中間見直しjであり，根本的とはいわないまでもそれに準じた改革案
であるとの結論に立つ。それは行論のなかで言及するような矛盾する側
面を苧みながらも， 1990年代以降の歴史的な農政改革の進行に同調した
改革案であるとの位置関係にあり，その点では歴史的な農政改革の延長
線上に展開される連続性を保持している。市場原理活用型農政への組み
替えのテンポは鈍化するどころか加速さえする。したがって，健康診断
は2003年農政改革において未解決で、あった問題のクリアを意図しながら
農政改革をさらに積み増しして間接統制の変節をなおも促す内容となっ
ている。ここに今回の健康診断の意義がある。
「おわりに」においては健康診断の現状と展望に関して若干の提言と
問題提起をおこなう。健康診断はボンド・スキーム論者からは積極的な 
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賛同を得られよう。それは生産からのデカップリングをさらに踏み込ん
で進捗させる意味において大きな前進を意味しているからである。その
反面，クロス・コンブライアンスの内容整備という点では土地利用から
のデカップリングというねらいとは大きく議離することになるので，生
産と土地利用からの二重のデカップリングといったボンド・スキーム論
者の目指すべき方向とは食い違うことになる。それにもかかわらず健康
診断はボンド・スキーム構想、をCAP改革の後継スキームとして浮かぴ
上がらせる点で注目されよう。ここには健康診断の意義と限界が垣間み
える。他方，健康診断は農村開発政策の振興を一大支柱としているから，
農村開発政策が目指す農村社会の多面的機能に直結する内容を有する。
これは27カ国に拡大したEUの現状と財政問題に寄与するはずである。
健康診断はこうした必ずしも並立しえない相貌を有することになるが，
それがかえって逆説的にCAP改革のプロセスがいよいよ煮詰まってい
ることの証しだというのが本稿の最終結論である。
最後に研究史の動向に関して触れておきたい。管見のかぎりでは健康
診断に関する研究はまだないように思われる。 CAP研究の場合には
往々にしてその時々の変化がトピック的に取り上げられるだけの表層的
な言及が少なくない。それはこれまでの歴史的な農政改革に関してすら
顕著であった。健康診断についてはそのようなトピックス的言及すらも
見受けられないようである。これは2003年農政改革前の中間見直し案が
頻繁に取り上げられた経緯を考えれば若干奇異な印象を受ける。健康診
断はその時の中間見直し案よりも重要性を帯びているというのが筆者の
考えである。後でも述べるように農政改革がさらに歩を進めるからであ
る。これを明らかにするのが本稿の課題であることはここで改めて確認
されてよい。それだけに健康診断に関する本稿の分析は時宜にかなった
ものといえるのではないかと思う。 
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1 健康診断の基本的背景とそのねらい 
1.1 健康診断の基本的背景
健康診断に至った基本的背景は何であろうか。この点に関して1月20
日の通知は 2つの留意点を挙げている。ひとつは健康診断の射程 
(scope)とは何かという柱を立てながら，①2003年農政改革の一連の
見直し条項の取りまとめ，②根本的改革 (afundamental reform)を構
成しない措置であること，③2009-12年の聞における2003年農政改革の
微調整，④農業分野における将来的な優先度の議論に資することの 
4つを指摘している。もうひとつは健康診断がどのように財政見直し 
(budget review)に関連するかの柱を立てて，①財政見直しのアプ
ローチを輪郭づけること，②この枠組みの下で健康診断が準備的な行動
をなすことの 2点を示す6)。いずれも健康診断に至った根幹部分を形成
している。
まず前者についてみていこう。健康診断が2003年フィシュラー農政改
革の中間見直し条項であることは上述の規定から明らかである。ボエル
が健康診断という微妙な言い回しをおこなったとしてもこの事実に変わ
りはない。中間見直しが必要で、あることは誰しも否定できないことだか
らである。ボエルはすでに述べたようにフィシュラーと自らを区別する
ためにあえて健康診断という形容をおこなったのである。欧州委員会の
説明によれば，健康診断は2003年農政改革で始まったアプローチにもと
づいており， 2003年以降に培われてきた経験を基礎にして政策が運営さ
れた手法を改善し， 2007年にEU加盟国が27カ国になった状況のなかで
の新たな試練と機会にCAPを適応させることにあるとされている。そ
こでは1990年代初めのマクシャリー農政改革以降CAPが絶えず現代化 
6) European Commission (2007)， 2. p. 
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の途を歩んできたことを踏襲して健康診断がまさしくさらに一層の政策
的な見直しを図るべき完壁な機会 (aperfect opportunity) を代表する
との考えが示される7)。この場合，完壁な機会という表現は欧州委員会
の意向を示すものとして注目に値する。
この方針に即した具体的な中身については 2での叙述に委ねることと
して2003年農政改革が新たな再出発の起点になっていることは明らかで
ある。これが真っ先に指摘されねばならない健康診断の基本的背景であ
る。ここで注目されるのは根本的改革ではなく微調整であると規定され
ている点である。根本的改革とは2003年農政改革を意識した言葉である
が，それと微調整との聞には距離がありすぎる。根本的改革でないとし
ても補足的改革と位置づけて無理はないはずである。中間見直し条項と
いう言葉を使用しているのだからそういう規定であっても何ら不思議で
はない。それが微調整にとどまっているわけである。先の「微調整以上
のもの」という表現とも矛盾する。それでもなおかつ微調整という表現
にこだわるのは健康診断にできるかぎり改革色を与えないためである。
改革色を鮮明にして加盟各国に様々な憶測と懸念を抱かせず，実務的に
淡々と課題をこなしていく発想がここにはある。それが矛盾に満ちてい
ることは第 1の柱の①からみても一目瞭然であろう。改革実施後の現状
をチェックはするが，残された課題をできるかぎり重大に扱わないよう
にしようとする配慮が窺える。
財政見直しの問題も健康診断にとっては重要な課題である。 2007年と 
2008年を通じて2008/09年度の財政見直しのアプローチを展開させる8)
のも健康診断の差し迫った課題となっている。欧州委員会は一応2007-
13年までの財政計画を立て2013年に根本的な農政改革に着手する手筈と 
7) “Health Check" of the Common Agricultural Policy-Fit for new opportunities， 
http://ec.europa.eu/agriculture/healthcheck/index_en.htm (20/11/2007). 
8) European Commission (2007)，p. 2. 
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しているが， 2008/09年度に前倒しして財政負担の問題に応えようとし
ている姿勢は明らかである。事前的な見直しに着手されるスケジ、ユール
が立てられているわけである。改めていうまでもなく，消費者負担型農
政から財政負担型農政へのシフトが明瞭になって以降農業財政支出は膨
らむ一方である。そうした問題状況に比例して財政合理化の要請は強ま
るばかりである。価格政策が市場原理活用型の農政に大きく傾斜してい
るにもかかわらず財政負担はいささかも軽減しなかった。加えて旧東
欧社会主義国のEU加盟が2007年までに一挙に進んだことで旧15カ国へ
の大規模な人口移動を極力抑え込むためにも地域開発資金の充当は不可
欠である。これらの国々の農業部門を軸にした地域開発は避けられない
課題となっているからである。とすれば，財政負担増は軽減するどころ
かますます重くのしかかる。そうした問題に事前に対処することは必須
の課題といわねばならない。これが健康診断を背後から衝き動かす力と
なっていることは明瞭である。欧州委員会が健康診断により 2007-13年
の枠内で準備行動 (apreparatory action)を講じると言明しているのは
ここに根差す。
そこから健康診断は2003年農政改革を微調整し，農業分野でのこれか
らの優先度についての議論につながるものとの見解が指摘される。第 l
の柱，第 2の柱の項目からみても微調整という形容に無理があることは
確実である。欧州委員会にしろ，ボエルにしろ，健康診断に温和な形容
を与えて事を円滑に運ぼうとする意向は明白であるが補足的改革と規
定するのにはばかれる雰囲気があるのであろう。健康診断を生み出して
いる改変圧力が強く働いているだけに苦渋の言い回しに腐心していると
いって差し支えなかろう。健康診断の基本的背景が欧州委員会やボエル
にこうした方向を促しているのである。 2で分析されるとおり，この改
変圧力が実際には大きく表舞台に登場するのである。後にも言及すると
おり，そうした意向とは裏腹に実質的改革が表に現れてくるのである。 
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なお第 lの柱，第 2の柱と並んで第 3の柱「次はいかなるステップかJ
では，①利害関係者との公の対話，②別な選択肢を採用する際の影響に
関する分析，③2008年春の適切な提案の 3つが挙げられている。①は健
康診断に対する支持調達のことであり，②は健康診断に代わる政策選択
肢の分析評価である。②はこの場合考慮しなくてもよいだ、ろう。半年の
諮問期間を経過したうえで③に示されているように2008年春の健康診断
提案がすでに前提にされているからである。③については2008年 5月初
日に正式提案されたことはすでに論じたとおりである。③が首尾よく運
んだことは①の問題を一応クリアしたことを意味しており，後に述べる
問題点をかかえるものの，第 lの柱と第 2の柱が半年の時を順調にこな
して正式に認知されたとみてよい。これは健康診断の背後にある市場原
理活用型農政への転換圧力が極めて強いことの証しにほかならない。 
健康診断のねらい2 1. 
それでは健康診断のねらいとは何か，その点について説明していこう。
この場合ねらいというのは基本的背景の議論とも重なり合うものである
が，健康診断は 1月20日に 3つの問いかけをおこなっている。第 lは2
の検討において再論する予定であるが，直接的援助システム (directaid 
system)をどのように効果的で簡素化するのかという点であり，第 2
は 6カ国の共同体に起源をもっ市場支持手段 (marketsupport instru-
ments)を現在われわれが生きている世界一一一27カ国にまで拡大し，さ
らにまたWTO農業交渉の最中にもいる EU-ーとどのように関連づける
かという点であり，第 3は気候変動からバイオ燃料，水資源の管理や生
物多様性の保全といった新しい試練にどう向き合うのかという点であ
る9)。
第 1の点はいうまでもなく 1992年マクシャリー農政改革以降採り込ま
れた直接所得支払い制度についての改変であり， 2003年農政改革で実現 
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をみたSPSに随伴する欠点の是正である。この点は農業保護の存在理由
に関わる重要な論点である。その点は 2で取り上げることとしてここで
はこの脈絡に関するかぎり健康診断は根本的改革ではないものの，微調
整という域をはるかに越えており 補足的改革というのにふさわしい内
容を有していることに留意する必要がある。その意味において先に注目
した完壁な機会という積極的な取り組み姿勢を示しているにもかかわら
ず，欧州委員会やボエルは正確な把握を避けているように思われる。第 
2の点は端的にいって価格政策のさらなる簡素化ないしスリム化であり，
マクシャリー農政改革 アジェンダ2000農政改革の課題から連綿と引き
継がれてきた内容で，価格政策の歴史的後退をがっちり受け止めるとい
う意味でも補足的改革の積み増しにほかならない。しかも拡大EUに適
合的な価格政策のあり方一一価格政策に無用な経済的刺激を与えな
いーーが真剣に模索されようとしているのである。ここでも微調整とい
う表現にはなじまない改革的要素が漆み出ているといってよい。つまり，
市場原理活用型の価格政策の徹底が指向されているわけである。第 3の
点は農村社会の多面的機能にさらに深く立ち入って現実適合的に各論に
まで踏み込もうとする内容であり 環境問題や動植物の福祉環境の充実
や生態系の維持に新たな地平を切り開こうとする新種の多面的機能論に
つながる可能性がこのうえなく大きい。これが意味するものは農村開発
政策の包括的な振興以外の何物でもない。
この 3点セットは2008年 5月20日の健康診断提案 (HealthCheck pro圃 
posal)においてもきっちりと確認されており，不動の政策指針として
堅持されている。したがって，この 3点が大きくいって健康診断のねら
いとされていることは間違いない。健康診断は第 1の点から第 3の点に 
9) “Health Check" of the Common Agricultural Policy. http://ec.europa.eu/agri-
culture/health-check/index_en.htm (20/05/2008). 
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まつわる新たな社会経済条件の環境変化のなかでEU農民にこの試練に
積極的に応じて新たな市場機会を捉えるよう促しているといえよう。そ
こに一筋縄ではいかない難問が控えていることは「おわりにJで総括的
に言及しよう。 
2 健康診断の組み立てと内容 
2. 1 健康診断の前提
通知では健康診断の具体的な中身に入っていく前に「今日的なCAP
の評価」について位置づけが与えられている 10)。健康診断を説明する前
提作業としてこれまでの実績の回顧がなされているのである。それを具
体的に示せば，第 1の点と第 2の点に分けられる。第 lの点は「急進的
に改革された政策J(a radically reformed policy)と題して，①支持の
主要なデカップリングとクロス・コンブライアンス(共通遵守事項)の
コンデイショナル化，②介入メカニズ、ムの役割の顕著な低下，③資金と
政策手段を随伴する農村開発の強化を挙げており 第2の点は「良好な
実績の政策J(a better performing policy) と題して，①より稀で例外
となった市場イムバランスと公的在庫，②競争力の改善と農産物貿易の
役割変質，③移転効率性の向上を伴う資金のゆとりを列挙している。
第 1の点についていえば， 1992年のマクシャリー農政改革， 1999年の
アジェンダ2000農政改革 2003年フィシュラー農政改革といった連続的
な歴史的改革を総括する内容である。①については，直接所得支払いの
導入から直接所得支払いに関する補填への50%弱の据え置きという強力
な締め付け，そしてSPSの導入といった一連の流れにおけるデカップリ
ングの進展と2003年農政改革下での義務的クロス・コンブライアンスの
実施といった変化が具体的な中身となる。②については，市場原理活用 
10) European Commission (2007)， 3. p. 
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型価格政策への大きな傾斜による介入価格の引き下げを通じた介入発動
メカニズムの要件の厳格化である。③については，アジ、エンダ2000農政
改革で本格化したEU規模での包括的な農村開発政策の振興，すなわち 
CAPの第 2の柱 (secondpilar)としての農村開発政策の組み入れといっ
た農政枠組みの組み替えにもとづく農村開発政策の一本立ち化が含意さ
れている。したがって 健康診断は①から③の改変を踏襲することが
暗々裡に前提されていることになる。ただし，①から③を急進的な改革
と位置づけることによりやがて着手されるべき健康診断はこれまでの実
績を踏まえながら そこから急進的に逸脱しない「温和な変化Jとなる
ニュアンスが込められているのが注目されよう。
第2の点は第 lの点の①から③の成果に立って結実した実績を提示し
たものである。①は価格政策の大幅な後退により需給不均衡が好転した
こととそれにもとづく買い入れ介入の激減につながった事実を指してい
る。②は価格政策の変質により市場からの要請に即した農家経営の努力
が競争力の向上につながったうえに輸出補助金の大幅な減少などこれま
でのCAPの桂桔となってきた農産物貿易の役割が大きく変化したこと
を意味している。③はモジュレーション(減額調整措置)の積極的導入
により農村開発政策への効率的な資金移転がなされる途が初めて切り聞
かれるといった新たな変化を示している。第 2の点の①から③は健康診
断の走るべき方向性を指し示していると考えられる。その意味で欧州委
員会が過去の歴史的改変と実績を箇条書きすることでCAP改革の現状
を総合点検しながら，その位置関係を明確にして健康診断への導きの糸
にしたいとの意向をもっていることは明らかであろう。
そうしたことを如実に裏づけるように，第 3の点として「健康診断で
はさらなる改善が目指されることになる」との大項目が掲げられてその
おおまかな内実が提示される。すなわち，①SPSをより効果的で効率性
があり，しかも簡素なものにすることとなっていること，②新しい市場 
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機会に市場手段が見合うような適応、を図っていくこと，③気候変動，バ
イオ燃料，水不足など新たな試練に円滑に対応していくこと，④生物多
様性という既存の試練について対処の改善を推し進めていくことの 4つ
である。これら 4つをそれぞれ立ち入って解説すれば，次のとおりとな
るであろう。①はデカップリングの一層の推進とSPS自身の改変が意図
されている。②はEU農民が市場のシグナルに積極的に呼応して価格政
策の一段の組み替えに着手することがねらいとされている。③は地球規
模での温暖化対策につながるような環境問題への取り組みと新たに登場
してきたバイオ燃料の開発・生産との連携一一先行するバイオデイーゼ
ルと並んで、バイオエタノールの生産振興戦略一一，そして最後に水不足
に対する位置づけの変容を謡っており，先に述べた新種の多面的機能論
につながる内容となっている。ただし水不足に関する意見については，
水質基準であるとの見方がなされており，不明な部分が残されているこ
とに注意を促しておきたい。本稿では後でも述べるように両者を包含す
る意味合いから広く水資源の管理 (watermanagement)と表現するこ
とにする。④は既存の試練とはなっているものの，生物多様性の保全が
脚光を浴びるのは1990年代末になってからのことであり，必ずしも在来
のものとして片づけられない性質をもっている。 EUはその取り組みに
おいて先進性を有しているのは確かだが，生物多様性の保全がOECD農
業閣僚会合のコミュニケにおいて言及されたのは1998年である11)。
たとえば，わが国において「農林水産省生物多様性戦略」が策定され
たのは2007年 7月のことであり，わが国がこの点で後進性を示している
ことを差し引き考慮に入れても相対的にいって最近のアジェンダとみな
してよいのではないかと思われる。したがって，③と④を合わせて考え
るのが妥当であろう。③と④を合わせてクロス・コンブライアンスの再 
11)後藤 (2006)，124頁。 
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評価が迫られているといって間違いない。つまり，クロス・コンブライ
アンスをEU大のミニ・グローバルな規模で捉え，なおかつローカルに
実践するという今日的な時代に適合的な内容を付与することが含意され
ているわけである。第 3の点はこうして健康診断の中身について大きな
輪郭づけをおこなった。そこでは「さらなる改善Jという表現にみられ
るように歴史的農政改革との連続性の視点が貫かれている。この点は 3
で再び言及されるが，ここであらかじめ留意されてよい。 
2. 2 3つの課題群とその中身 
2.2.1 3つの課題群
それで、は具体的に各論に入っていこう。通知では「健康診断の政策的
な諸問題」という大見出しの下で 3つの課題群が提起されている。すな
わち，①いかにしてSPSは簡素化されるのか，②新しい市場機会にどの
ように適応するのか，③新しい試練にどのように応えるのかの 3つであ
る。
①はさらに 4つの具体的な課題に分かれる。それは a) より平準化さ
れた比率で、の支持に向かつて加盟国が動くのを容認すること， b)クロ
ス・コンブライアンスの射程を基準づけること， c)部分的デカップリ
ングから完全なデカップリングに移行すること， d)直接所得支払いの
上限を導入することの 4つである。これは通知の頁を改めた大見出しで
指摘される ispsの簡素化Jに対応している。 sPsを調和化すること (har-
monising) と呼ばれることがある12)。
立ち入った分析は後回しにして次に進む。②は a)供給管理メカニズ、
ムの最後の諸要因の除去をまず挙げながら，その対象を i)義務的セッ
ト・アサイド， i)段階的な廃止を伴う牛乳のクォータ制度， ii)特別 
12) Buckwell (2007)，p. 14. 
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な共通市場組織 (CommonMarket Organisation，CMO)とすること， 
b)より目標とされる諸政策 (moretargeted policies)一一特定の目的
に絞って展開される諸政策といってよい一一ーが必要とされる地域あるい
は部門を明示することの 2つである。これもまた頁を改めて「新しい市
場機会をつかむ」との大見出しの下で言及される内容に対応している。
③は a)関連する農村開発政策手段を明らかにし，強化すること， 
b)モジ、ユレーションの強化に伴う農村開発資金を増大させること， 
c )リスク管理のニーズと効果的な政策手段をはっきりさせることの 3
つである。これもまた同じく頁を改めて掲げられる「新しい試練に対処
するJという大見出しにおいて述べられる細目と対応している。
ここですでに述べた健康診断の 3点セットである直接所得支払いのあ
り方，農産物市場組織一一価格政策一一の仕組み，農村開発政策の強化
がおのずと浮かび上がる。そのことは再度確認されてよい。 
2.2.2 ①の課題群
そこで次に①の課題群について取り上げると， ispsの簡素化」とい
う小見出しにおいて a)加盟国がより平準化された比率でのデカップル
された支持に向かうことを容認すること， b) SPSの実施体験から導か
れる簡素化措置を導入すること， c)2012年まで単一地域支払いを拡充
するかどうかを考慮すること， d)最大限の規模でデカップリングへ移
行すること， e)地域・環境コストが過度にすぎる地域についてのみ
カップルされた支持が維持されることの 5つを挙げている。「クロス・
コンブライアンスの射程の検証Jという小見出しでは a)法令的な管理
必要条件の関連性を基準づけること， b)適切な農業・環境的な条件の
リストに載っている条項を検討することの 2点が提示されている。最後
の「支払いの上限と下限」では， a)公平な支払いをより上限化するこ
と一一高額の支払いは正当化されるのか一一， b)中途転職農民 (a 
farmer-by-default) 13)に対する小額支払いの限度の下方化一一行政コス 
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トが支払いを超える一一， c)いずれの場合でも節約分は新しい試練に
加盟国が対処できるよう加盟国にとどめ置かれることの 3つが示されて
いる。 
isPSの簡素化」で主張されているのは，端的にいって歴史的な基盤
に立つ支払い (Historic-basedPayments)から地域的な平均支払い (Re-
gional Average Payments)への転換である。従来はこの二つの方式が
並立していた。いずれの方式を採用するかどうかはあくまで選択の問題
だったのである。それを統合化しようというのが簡素化の基本的骨子で
ある。個人に対する単一支払いから地域に対する単一支払い (Single 
Area Payment Scheme，SAPS)へと切り替えることにより所得支持の
平準化が意図されているわけである。つまり これまでの価格政策に付
きまとっていた所得分配効果の歪みといった愚の二の舞を避けて所得再
分配効果を果たそうとする。大規模農民層に対する直接所得支払いに厳
しい制約が課せられるだけでなく，中途転職農民に対しでもその小額支
払いの下方硬直性を正して農業経営を営む農民に対し相応の平準化され
た支払いをおこなって職業的に農業に携わる要件を充足する農民(genu-
ine farmer)へ経済的裏づけを与え，営農を支えていこうとする明確な 
13) この場合，中途転職農民は二重の意味において使われている。ひとつは中途
で離農した農民であり，もうひとつは過去に生産実績のない新規参入者であ
る。前者の場合には過去の基準期間に対象作物の生産ないし家畜飼養に携
わった実績があれば，現在離農していても直接所得支払いが支給される。実
績補償ということであればそれは当然であるが，今回の措置により実績補償
を弱めようとする改変がおこなわれる運ぴとなったのである。後者について
は過去に生産実績がなく，直接所得支払いの処遇に難しい点があるものの，
できるかぎりその支払いを抑えていこうとするスタンスが示されていると考
えられる。その詳細については分からないが以上のタガがかけられること
になった。行政コストの簡素化は困難で、あるにせよ，少なくとも支払いは行
政コストに見合う水準にとどめ置かれることになろう。なお中途転職農民と
いう訳は筆者の責任においてなされたが，その点については千葉大学言語教
育センターの久保田正人教授に貴重なアドバイスを頂戴した。記して感謝の
意を表したい。 
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姿勢が窺われるといってよい。ここではそれゆえ二重の意味での過剰補
償問題への対処がなされようとしていると考えられる。後者については
行政の簡素化もねらいとされている。
またここではカップルされた支払いは適用範囲を特定され，著しく狭
められたうえで完全に例外扱いされる。 SPSに厳しいタガをかけたうえ
で完全なデカップリングが指向されることになる。この点は直接的な供
給管理政策とも関わることなのでそこでまた触れよう。先取りしていう
ならば，加盟各国に残されていた裁量性が部分的デカップリングの温存
につながるのではなく， SPSの趣旨に即して完全なデカップリングにつ
ながるように加盟国を誘導していくことがここでの核心的な内容である。
ここには懸念すべき「一固化回帰J(renationalization)を回避しようと
する発想が窺える。
①の課題群についてもうひとつクロス・コンブライアンスに言及した
部分に触れておけば，ここで主張されているのはクロス・コンブライア
ンスに関するコンディショナル化の基準の明確な設定である。そのため
に「適切な農業・環境条件」に織り込まれているリストの検討が挙げら
れている。それは一言でいえば，クロス・コンブライアンスの射程の拡
がりに対応する土地利用のコンデイショナル化の拡充にほかならない。
このクロス・コンブライアンスの問題は③の課題群と密接に絡み合って
いるので，そこで改めて論じることにする。ただ①の課題群のなかにわ
ざわざ盛り込まれたのは SPSへの改変とクロス・コンブライアンスが
リンクし， SPSの改変の新機軸を構成しているからである。②の課題群
において言及するとおり 耕種部門についていえばセット・アサイド措
置のコンデイショナル化に取って代わり SPSにおいて新たに義務的クロ
ス・コンブライアンスが導入されたことの延長線上にSPS下でのクロ
ス・コンブライアンスの適用領域が拡がり，義務的クロス・コンブライ
アンスに新たな地平がもたらされたことは注目されてしかるべきことな 
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のである。ここではしたがってクロス・コンブライアンスの守備範囲が
拡げられたことを確認すれば十分である。
①の課題群について最後に挙げられている直接所得支払いの上限につ
いて言及しておこう。これは②の課題群のなかでのモジ、ユレーションの
強化と重なるのでそこで論じるのが筋であるが ここで簡単に説明して
おく。この問題はすでに述べたように，所得分配の公平性に関わるもの
である。間接所得補償の時代の価格政策には20%の大規模農民層が80%
の所得支持を享受しているとの批判が1980年代初めよりなされてきた。
間接統制の欠陥が浮き彫りになったわけである。直接所得補償への転換
はこのような欠陥にある意味では対処する意味合いがあった。しかし，
直接所得支払いが過去の歴史的な実績にもとづいているかぎりこの問題
は克服されずに今度は直接所得支払いの大規模農民層への傾斜として問
われるに至った。アジェンダ2000農政改革におけるモジュレーションは
そうした欠陥を是正するとともに農村開発政策にとっての資金捻出策と
して導入されたが あくまで限定的な効果しかもたなかった。これが今
回の健康診断において大錠をふるわれる理由である。そのなかで直接所
得支払いの上限化ということが喫緊の課題となったわけである。項目を
設けてこの課題が挙げられているのには相応の根拠があるということに
なる。中途転職農民への支払いの下方制限化は行政コストから無視しえ
ない側面があるものの，上記の問題に比べるとさほど重大ではなく，副
次的である。ドイツとイギリスは支払い上限化の問題に大規模層に打撃
を与えるとの理由から農業経営の効率性を損なうものとして反発してい
る14)。この経緯については③の課題群との関連で再論することにしてこ
こでは以上のような基本的事情が介在している点をあらかじめ了解して 
14) Health Check for CAP. http://commonagpolicy.blogspot.com/2006/10/health-
check-for-cap.html. 
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おいてもらいたい。 
2.2.3 ②の課題群
それでは②の課題群に移ることにする。ここで、真っ先に論じられなけ
ればならないのは耕種部門におけるセット・アサイド措置の廃止である。
セット・アサイド措置がマクシャリー農政改革においてパイロット事業
から脱皮して本格的な事業になった際にこの措置が卒業の論理を有する
かどうかは極めて不鮮明であった。欧州委員会がこの措置に「経過的性
格」を与えていたにもかかわらず，セット・アサイド措置はなしくずし
的に長期化して現在に至った。供給削減措置として短期間なら確かに実
効性をもっているが，生産適地からの離脱を促す意味において長期化す
ればマイナスの側面が大きかった。需給不均衡が持続していたので直接
的な供給管理手段としての選択肢からセット・アサイド措置を取り除く
わけにはいかなかった。それにもかかわらず，無用な経営への介入をな
している措置として批判の対象になり，生産の自由化との関わりにおい
てこの措置の処遇が重大な争点となってきた。
アジェンダ2000農政改革に関する欧州委員会原案においてセット・ア
サイド比率ゼロが打ち出され，実質的に改廃の動きが明瞭になっていた
のは以上の脈絡においてである。欧州理事会の合意ではこの原案が覆さ
れ，セット・アサイド措置は温存されることになった。しかし，局面は
確実にこの措置をめぐって交通整理する時期に入っていることを告げ知
らせた。その時々の需給動向に合わせて場当たり的に運用するわけには
いかないという認識が浮かび上がっていたのである。ここにはむろん休
耕補償金の支払いという問題があって何もしないことになぜ補償金を長
年にわたって支払うのかといったEU市民の側からの反発があった。こ
の点は生産補助金的性格をもっ直接所得支払いとともに無視しえない争
点となっていた。農業内外からこのようにセット・アサイド措置をめぐ
りその存廃の是非が一刻の猶予もなく決着づけられねばならないものと 
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なっていたのであるが現実にはこの決着が先送りされてきた経緯が
あった。 
2003年農政改革において改変の最大の新機軸となったSPSは大きく事
態を変えた。 SPSはそれまでの直接所得支払いに取って代わるもので生
産に結びつかず，デカップルされるのを核心的な内容としている。これ
までの直接所得支払いにまつわる生産補助金的性格は完全に払拭される。
農民は作目や飼養頭数に関係なく固定的な直接所得支払いを受け取る。 
SPSは品目特定的ではなく 品目横断的である。 SPSの政策的なねらい
は生産から切り離された固定的な支払いに代えることで農民が市場指向
性を有するように誘導していくことにある。欧州委員会は2003年度農業
年次報告のなかで2003年農政改革に言及し SPSを通じて農民が「企業
家的な潜在能力J(the entrepreneurial potential)を発揮できうると指
摘している日)。すなわち， SPSの下では「市場の要請J(market require-
ments)が基本となり，農民がいかに「機会の利益J(advantage of op-
portunities)を自らのものとするかどうかが問われることになるのであ
る。したがって， SPSの下では直接的な経営介入は「悪しきもの」とし
て排除される。セット・アサイド措置やクォータ制度のような直接的な
供給管理政策は当然のことながら廃止の対象とならざるをえない。生産
からのデカップリングが完全に目指されているからである。 
SPSの革新性は明らかであるが，むろんここには限界があった。 SPS
では市場の撹乱ないしは生産の放棄といったマイナスの効果が働くとみ
なされる場合にはそれまでの生産補助金的な性格が一定比率で維持され
ることが容認されている。それを具体的に示せば，①穀物，その他の作
目の面積支払いについてはSPSの25%，デュラム小麦40%，②牛飼養部
門における肉用繁殖メス牛助成金100%と屠殺助成金40%，または屠殺 
15) European Commission (2005)，p. 26. 
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助成金100%，あるいはオス牛助成金75%の維持，③羊・山羊の助成金 
50%の容認，④乾燥援助，種子援助，エーゲ海諸島における直接所得支
払いについてSPS転換の免除の 4点である。①から③が基本であること
はいうまでもない。数字はいずれも上限を表しているが，現実に制度と
して運用された場合には上限に張りつくのは必至である。 SPSを完全な
デカップリングだと規定すれば，それまでの直接所得支払いによる部分
的デカップリングということになるが以上の内容は部分的デカップリ
ングの「部分的存続」を意味する。 SPSは牛飼養部門の動向に示される
ように相当込み入った内容となり，現在これで2003年農政改革がCAP
運営の仕組みをヨリ複雑にしたとの批判を受ける16)根拠をなしている。
以上は限界面からみた場合にはSPSの制度的不備ということにならざ
るをえないが， 2003年農政改革の革新性という観点に立てば， SPSは部
分的デカップリングを部分的存続にまで狭める改変であったということ
になろう。とすれば これまでの直接所得支払いと結びついていたセッ
ト・アサイド措置やクォータ制度は無用の長物と化す本格的一歩を踏み
出したとの位置づけを与えられる。ここまで交通整理ができたことはや
はり大きな前進と評価されてよい。すなわち，事実上これらの直接的な
供給管理政策はもはや時代遅れの措置とみなされているのである。健康
診断のねらいはまさにこの部分的存続自身を取り払うことにある。した
がって，セット・アサイド措置に絞れば耕種部門における減反政策の撤
廃が現実の日程にのぼることになる。すなわち 選択的な減反政策とし
てその時々の需給動向に応じて融通無碍に運用されてきたこの措置自体
を政策的選択肢から完全排除することが意図されている。 SPSの徹底化
の意味合いがここにはある。 2008/09年度にも需給逼迫を背景に耕種(と 
16) European Commission CAP Health Check doesn't go far enough says NFU， 
http://www.nfuonline.com/x24354.xml. 
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くに穀物)部門においてセット・アサイド比率ゼロと据え置くというよ
うな運用がなおなされているが健康診断によりこのような運用は最後
のものとなる。ただし 健康診断では供給が需要増に見合うためにセッ
ト・アサイド措置が廃止されるとの趣旨が提示されているが，それはこ
れまでの議論から明らかなように事態の推移を正確に反映しているとは
いえない。
セット・アサイド措置の廃止は直接的な経営介入をやめ，農民に生産
の自由化を与えるためであり，農民には大いに歓迎されることになろう。
実際， I機会の利益jをつかむことが枢要であると主張しながら，経営
介入を持続していたのでは矛盾以外の何物でもない。セット・アサイド
措置は農村開発政策の振興に資すると評価される義務的クロス・コンブ
ライアンスとは異なり，農業生産にマイナス効果をおよぼすものとして
廃止の対象となるわけである。ここに今回の健康診断において最初に義
務的なセット・アサイド措置の廃止が訴えられる最大の理由がある。②
の課題群の大見出しが「新しい市場機会をつかむ」とされていることが
何よりの証しにほかならない。パイロット事業として開始されてからお
よそ20年を経てセット・アサイド措置は姿を消すようになる。これによ
りセット・アサイド措置の最大の適用領域となってきたEU穀物価格政
策の改変もようやく一つの区切りを迎えることができるようになる。こ
の間に約30年余の時を刻んだことになる。
さて次に牛乳のクォータ制度一一一別名超高率賦課金制度 (superlevy 
system)と呼ばれるーーに議論を移そう。クォータ制度が実施されて
今年で25年になる。 1984年4月実施開始であった。セット・アサイド措
置の存廃が取りざたされてからの歴史に比べるとクォータ制度の扱いが
本格的な焦点となったのはごく最近のことである。早くて2000年代に
入つてのことである。具体的には2002年の中間見直し案において2014/ 
15年度までの存続が決定された。それだけEU穀物価格政策の改変が 
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CAP運営の焦点問題であったということになるが，一面では酪農改革
が遅れていたということでもある。 2003年農政改革によりEU穀物価格
政策の改変は峠を越えることになったといってよいが，それと腫を接し
て新たに注目を浴びてきたのが酪農改革であった17)。酪農改革は後でも
触れるとおりアジェンダ2000農政改革を起点としてまさに2003年農政改
革において遅ればせながら改革の一環に組み入れられた。ここで酪農と
いう場合には牛乳・乳製品のことである。この改変内容についてはまも
なく触れることにして健康診断との関わりでいっておくと，クォータ制
度の廃止は2014/15年度と決められている。これまでは2014/15年度まで
の存続とされていたのである。ここが決定的に違う。そこでそれに向け
て現実的で緩やかな移行が図られるとすればクォータ比率の引き上げ調
整が健康診断の重要な課題となるはずである。
午乳・乳製品はごく最近まで構造的な過剰問題に端いでおり，需給不
均衡の解消が問われ続けてきた。バター，脱脂粉乳，チーズの輸出処理
は高水準にあった。しかし，直近の動向ではバターやチーズは依然とし
て過剰基調が執劫であり続けているものの，輸出余力に繋りがみられ始
めているうえに脱脂粉乳の需給は在庫不足に示されるように相当引き締
まっており，事態は小康状態を迎えつつある。これが国際的な需給逼迫
を背景にしていることはいうまでもない。そこで需給動向の引き締まり
傾向を受けて生産の自由化と折り合いをつけるのが容易になっている。
生産の自由化はデカップリングの進行とSPSの導入，そしてはたまた競
争力の向上といった課題からすれば歴史的にあらがえない趨勢である。
需給動向に後押しされつつ「市場の要請」に即した生産転換が不可避と
なっている。とすれば，クォータ制度による経営制約は除去されるほか
ない。そのためには今は先に指摘した一服感の下で背後に追いやられて 
17) Garzon (2006)，p. 10. 
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いる潜在的な過剰問題にも配慮した経過的調整措置が必要とされるo 
EUではそのための緩やかな措置が選択された。したがって，クォータ
制度の廃止に向けて適切なクォータ比率の段階的引き上げが焦点となっ
てくる。健康診断ではこの点に着手されるわけである。具体的には 
2009/10年度から2013/14年度の聞に 1%ずつヲ|き上げられることになっ
ている。それは2014/15年の廃止に向けたソフト・ランデイング的な解
決を目指す方途であるとの位置づけがなされている所である18)。
クォータ制度は元を辿れば政策価格の引き下げが至難である域内事情
から採り入れられた選択肢であったから 政策価格のドラスティックな
引き下げがなされれば原状回帰ということにほかならなかった。すぐに
立ち入るように大幅ヲ|き下げに着手される以上 原状回帰として生産の
自由化が採られるべき方向となった。本来的に二者択一の問題として提
起されていた事情からみた場合生産割当とは別の方途が20年余の時を経 
18) 	The CAP “Health Check": Relevant questions and their short answers， 
http://europa.eu/rapid/press Releases Action.do? reference=MEMO/.この
点，ハード・ランデイング的解決がもうひとつの選択肢として考えられる。
すなわち，政策価格の廃止や引き下げとともにクォータ比率を段階的に引き
下げる内容である。これは需給均衡をリジッドに達成しようとする方式にほ
かならない。この方式は市場実勢(需給均衡水準)に近づきつつ暫定的措置
としての供給削減をも同時に図って現在の国際的な需給逼迫の陰に隠れてい
る構造的過剰の根を一挙に絶つために有効なものであるが，極めて急進的な
解決案である。牛乳部門は畜産・酪農品分野の中心をなすだけでなく，需給
動向からみて外見的に好調にみえる現時点ではこのような劇的な措置は域内
合意が得られないと判断されたのであろう。そこでまもなく触れるように
供給削減効果に向けた運用を棚上げして介入価格の大幅な引き下げと直接所
得支払いとしてのSPSの適用が目指されることになった。 EU穀物価格政策の
改変でもみられたように， I価格調節一元論Jが大きく浮上してきた。かつて
とは比べようもないほど厳しくなったとはいえ SPSによる直接所得補償があ
るかぎりで、各国の合意が容易だったと考えられる。そこでは市場原理の活用
ないしシグナル化により「市場の要請」に即した「売れるJ牛乳・乳製品作
りが基本的方向性となっているといってよい。まもなく触れるように，価格
面だけでなく，食品の安全性を含めた品質面でも消費者の今日的なニーズに
応えた域内需要の裾野の拡大が根底的な認識である。 
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てようやく実現の運びとなる関係と需給動向の変化が結びついた結果と
してソフト・ランデイング的解決がおのずと導かれたといってよい。
ここでアジェンダ2000農政改革において基本的な合意をみた後内容変
更されて再度2003年農政改革に組み入れられた酪農改革について簡単に
言及しておこう。まず長年にわたって酪農部門の価格政策の根幹をなし
てきた牛乳の指標価格が2004年4月1日をもって廃止された。価格支持
の梯子がはずされ，超高率賦課金も人為的に設定される一一乳業メー
カーへの出荷方式でみると 1988年度まで指標価格の100%，1989年以降
同じく 115%として運営されており， 1989年度以降ペナルテイが一段と
重くなった一一こととなった。牛乳価格を間接的に支えてきたシステム
が姿を消し，それにより牛乳価格はバターや脱脂粉乳の市場価格動向に
なおさら規定されることになる。そこで牛乳価格に甚大な影響をおよぼ
すバター，脱脂粉乳の介入価格が2004/05年度から2007/08年度にまた
がってそれぞれ25%. 15%引き下げられる。世界市場価格への抜本的な
さや寄せが意図されていた。またバターについては介入期聞が3月から 
8月までと限定されたうえに買い入れ介入は市場価格が介入価格の92%
を下回った場合に介入価格の90%でおこなうことが決められた。本格的
な改変がようやく始まった。 2006/07年度からSPSの適用が実施に移さ
れた。価格政策の簡素化と介入メカニズ、ムの制限(介入数量の限定)一一
セーフテイ・ネットの買い入れメカニズムへの変身一一ーが明瞭になって
いるわけである。市場価格の引き下げ効果はさらに一層働くことになろ
う。この改変ではなおクォータ制度との関わりが不明であった。
というよりもこれまでもその存廃が繰り返し議論されながらも決着が
絶えず先送りされた結果，クォータ制度の存続が半ば前提とされていた
といってよい。しかし，クォータ制度の存続は介入価格の引き下げが不
十分でしかない効果を与えるにすぎず，市場価格のシグナルを酪農農民
が受け取るには大きな阻害要因であることが認識されるようになった。 
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1頭あたりの泌乳能力に着実な上昇がみられることもさることながら，
牛乳・乳製品の域内消費が伸び悩んでいる事実がここにはある。クォー
タ制度は後ろ向きでこの問題に応えられない歴史的限界がはっきりと認
知されたわけである。「市場の要請Jがそれに代わりキー・ワードとな
る。そこでクォータ制度の廃止が現実の日程にのぼることになった。そ
のためにはできるかぎり円滑なペースで事を進めていかねばならない。
そこで案出されてきた方途が制度廃止までにクォータ比率を段階的に引
き上げていこうというものである。こうして 改めて生産の自由化への
先祖返りがなされることとなったわけである。繰り返しになるが，ここ
に至るまで酪農価格政策の改変をも含めて20年余の歳月を要したことに
なる。その間にボンド・スキーム提案のような急進的な改革が構想され
ていたとしても改変のテンポは全体的にみてやはり緩慢であったという
しかない。
そこで結実した改変の方向性とはどんなものか。それは政策価格の維
持のためにクォータ比率を硬直的に維持するのではなく，介入価格の段
階的な引き下げを図りつつ クォータ比率を引き上げて文字どおりの経
過的供給管理をおこない 市場指向性を強く促そうとするわけである。
その方向で漸次実需に対応し，競争力のある酪農農民への適応を廃止ま
での過渡期に求めることになる。むろんとりわけで山岳地域などの生産
者には特別な配慮が必要とされる。それに対しては特別支援措置が講じ
られる手筈となっている。その意味で健康診断は酪農改革を一段と本格
化させる内容を帯びており，無視しえない重要な調整期間を策定するこ
とになるはずである。こうして，酪農改革の場合には過渡期の運用とし
て潜在的な構造的過剰に周到に配慮しながら政策価格の大幅引き下げと
クォータ比率の適切な引き上げが連動して運用されると同時に所得激変
緩和措置としての直接所得支払いがSPSの形態でなされるという点に特
質がある。 SPS導入の革新性を随伴していることが特筆されよう。農政 
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改革の時代に適合的な改変がおこなわれるわけであるが，健康診断はそ
のための一大モメントになると考えられているのである。牛乳・乳製品
の需給動向が表向き好転の兆しをみせたからといって政策価格を元に戻
すような動きにはならない。市場原理活用へのシフトはもはや動かし難
いものとなっているのである。
最後の特別な共通市場組織というのは具体的にはさほど重要ではない
乾燥飼料，亜麻・麻，馬鈴薯澱粉を指す。これらの農産物はこれまで部
分的にデカップリングされるか，カップルされた支持のなかで恩恵を受
けてきた。 EU農業に占める付加価値性は限られているが，特定の地域
ではなお大きな影響力を有する農産物の地位を保持している特殊性があ
る。この部門においても市場指向性と競争力向上が問われるようになっ
てきているというのが欧州委員会の認識であり，デカップリングにシフ
トする必要があるとみなされたのである。それはこれらの農産物の生産
に携わる農民に生産の選択肢を拡げることであると考えられるように
なったからにほかならない。セット・アサイド措置やクォータ制度の廃
止に比べて問題が小さいことは否めないが SPSの趣旨である「企業家
的な潜在能力ム「市場の要請J，I機会の利益Jの経済的合理性の理念が
こうした部門にまで押し寄せてきたとみて差し支えなかろう。
以上の直接的な供給管理政策の撤廃もまた，広い意味でのSPSの簡素
化に連なるものである。①の課題群と②の課題群は不可分な関係で結び
ついていることになる。これは「新しい市場機会をつかむjとの大きな
タイトルの下でSPSへシフトしうる措置を明らかにすると指摘されてい
ることと完全に合致する。いずれにせよ，需給調整の手段として採り入
れられてきたセット・アサイド措置にしろ，クォータ制度にしろ，なし
くずし的に長期化してきた弊害が健康診断において初めて除去されるか，
あるいはそのスケジ、ュールに組み込まれる手筈となった。この点からみ
ても健康診断は技術的作業や微調整では済まない改革性を有しているこ 
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とは明らかであり ここにその真骨頂の一端を窺うことができょう。ボ
エルはフィシュラーから委ねられた宿題を一つ片づけることに「本格的
にJ着手したのである。この点は 3で別の角度から再度検討することに
しよう。
②の課題群の b)でいわれていることはやや抽象的でわかりにくいが，
これまでの議論の延長線上で考えていくと「企業家的な潜在能力J，I市
場の要請J，I機会の利益」をキー・ワードとして需給両面から市場指向
性という視点に立ってこのねらいにふさわしい領域と部門を把握するこ
とが企図されていると考えられる。それに向けて照準を定められた諸政
策が適応されるべき守備範囲を確定することが課題とされているのであ
ろう。ここでの大見出しが「新しい市場機会をつかむ」という点を考慮
に入れれば，こうした説明は妥当性を有していよう。 a)の i)から 
i)で網羅した領域以外で市場指向性がなおも貫かれなければならない
範囲があるとしたら，そうした範囲を包摂して具体的な施策が展開され
るとの趣旨が指し示されているといってよいであろう。そこでは2003年
農政改革を共有していない領域や部門を把握し，そのうえで運用の仕組
みを全体として簡素化することが目指されているのである。このような
理解をすれば， I新しい市場機会をつかむ」という大きなタイトルの下
で論じられていることの意味合いがほぼ言い尽くされることになる。施
策の実効性に向けた政策的合理性が追求されているわけである。 
2.2.4 ③の課題群
それでは 2での締めくくりとして③の課題群に立ち入った分析を加え
ることにしよう。③の課題群の a)で指摘されているのは農村開発政策
の強化という点である。この点は実は b)のモジ、ユレーションの改定と
関わることであるが，それに言及する前に2007-13年の農村開発政策と
して提起されている内容を論じることにする。欧州委員会の見解によれ
ば， EU27カ国の人口の60%以上が農村地域に居住し，地域の広がりと 
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しては90%にもおよび，農村開発はまさに重要な政策領域であるという。 
EU農村地域において農林業は土地利用にとって決定的な役割を果たし，
自然資源の管理は必須のものであるとしたうえで，農村コミュニテイの
経済的多角化にとっての基盤となっているとみなされている19)。そこで 
EU農村開発政策の強化はEU全体の優先事項になっていると位置づけら
れているのである。 
CAP改革以降EU農村開発政策は21世紀の経済的・社会的・環境的試
練に農村地域が立ち向かうのに手助けする重要な役割をますます担うよ
うになっている。 2000年 3月に定められ， 2005年 3月に新たに見直しが
おこなわれたリスボン戦略に呼応する農村地域の経済成長と雇用創出に
向けて農村開発政策の法的枠組みを提示することが不可欠となっている。
このような農村開発政策の優先度を実現するためにEU規模での戦略的
ガイドラインが策定された。一国の戦略計画はこの戦略的ガイドライン
を一国的な脈絡のなかで捉え直したものであり，地域のニーズに見合っ
た農村開発プログラムが事実上一国の戦略的計画を体現しているといわ
れる。この場合EUの戦略的ガイドラインは「基軸的行動J(key actions) 
を提示しており， 6つのEU戦略的ガイドラインを基礎にした加盟国の
農村開発戦略が展開されている所となる。 
6つの戦略的ガイドラインとはどのようなものであろうか。それを示
せば大略以下のとおりになる。すなわち， i)農林業部門の競争力を向
上させること， i)環境と田舎 (countryside)を改善すること， ii) 
農村地域での生活の質を向上させ，多角化を奨励すること， iv)雇用と
多角化に向けての地域の能力を構築すること， v)優先事項を具体的な
プログラムに移し変えること， vi)共同体の手段聞の補完関係といった 
19) 	Rural Development Policy 2007-2013，http://ec.europa.eu/agriculture/rur-
dev /index_en.htm. 
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6点が挙げられている。 2007-13年の農村開発政策は新たな枠組み策定
のなかで 3つの主題軸 (thematicaxes)に照応する領域を包含すると
されている。それは上述の戦略的ガイドラインの i)から i)の項目で
ある。そのうえで欧州委員会は 4番目の軸があると指摘し，リーダー 
(Leader) [Liaison entre actions de developpement de l'economie ru-
rale (農村経済開発行動聞の相互交流)J共同体構想にもとづいた「リー
ダ一軸J(Leader axis)を強調する。そこでは農村開発に向けたボトム・
アップ型の可能性がとくに注目に値すると位置づけられている。先の一
国的な戦略計画の実施は欧州委員会のイニシアチブに委ねられるので，
その点でEU共通農村政策の展開が欧州委員会の手で承認されていると
する。
以上が農村開発政策の強化でいわれていることの中身である。ここで
あくまでEU農村開発政策の振興が示されている事実は留意されてよい。
ミニ・グローパリゼーションが進行したEUのなかでローカルにしかも
トップ・ダウン方式ではなく ボトム・アップ方式の農村開発政策が奨
励されているのであるが，その意味では今日流行しているグローカルな
実践としての農村開発政策の内容充実が唱えられている。それは価格政
策はEUレベルで，地域政策は一国的規模でといった一固化回帰を容認
する二元化を解消してEUレベルに一元化することを意味している。 EU
農村開発政策はCAPの第 2の柱と位置づけられるまでにひとり立ちし，
そのなかで共通農村政策が一段と強化され，実施されようとしているわ
けである。ここに今日的な農村開発政策の核心的な内容があるといって
よい。価格政策がますます市場原理活用型へと傾斜するなかで農林業を
中心とした地域活性化を図る空間的な誘導政策としての農村開発政策が
いよいよ前面に押し出されようとしているのである。
むろんそれには財政的な裏づけが必要不可欠である。 EU財源が各国
の拠出で賄われている関係で現在大きな縛りを受けている以上何らかの 
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かたちでの資金捻出策が模索されねばならない。そこでb)の課題につ
ながってくるのである。 b)でいわれているのは義務的モジュレーショ
ンの強化である。年間直接所得支払い5，000ユーロ以上を受け取る農民
に対して減額調整措置のタガをかけることがねらいであるが， 2003年農
政改革の際におけるモジュレーションの規模は直接所得支払い総額の 
5%にすぎなかった。むろんこれでも当時は大改革であった。所得支払
いの逓減性が公認されたからである。それが今回2013年までに段階的に 
13%へと引き上げられる一一2010財政年度から2013年財政年度まで 2%
ずつの合計8%引き上げ一一。年間30万ユーロの支払い上限が課せられ
ながら，なおかつ農村開発政策の振興に向けた資金捻出策が大胆に講じ
られていることになる。これにより最終的には年間30億ユーロ強の余剰
財源が確保されよう。かつての 5%水準では年間12億ユーロと見積もら
れていた。 EU27カ国に拡大している現状からみてこの余剰財源の規模
はなお農村開発政策を賄うには十分といえない水準ではあろうが，財政
的ゆとりの効果は甚大であるというべきであろう。
欧州委員会は農民の直接所得支払いがこれにより大きく減額されるこ
とになるが，農村開発政策を通じて再び自らの元に還元することになる
からマイナスの効果はないという立場をとっている。むしろ農村開発政
策の相乗効果により農民所得がプラスに転じるとまで言い切る。この義
務的モジュレーションの目的は直接所得支払いの再分配ではなく， 
CAPの第 2の柱である農村開発政策への資金提供にあると欧州委員会
は力説する20)が，これは半面真理だけの説である。 CAPが所得支持の歪
みを苧んでいると絶えず非難されてきたことは明らかだからである。こ
こではやはり二つの効果を合わせもつものとして義務的モジュレーショ 
20) The CAP “Health Check": Relevant questions and their short answers， 
http://europa.eu/rapid/press Releases Action do ? reference=MEMO/. 
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ンの強化が打ち出されていると捉えるべきであろう。義務的モジ、ユレー
ションの強化はEU農民に対して多大な衝撃を与えている。とくにイギ
リスの全国農業者連盟 (NationalFarmers' Union，以下NFUと略記)
はこの強化に関して健康診断の措置があまりに急進的であるとして施策
の首尾一貫性の欠如を挙げ，その軽減を要請している21)。多機能性 
(multifunctionality)で唱えられている「競争力J(competitiveness) 
という要因に矛盾するとの考えがそこにはある。
「さらなる義務的モジュレーションJ(further compulsory modula-
tion)22)というのが今回の健康診断において実施に移されるはずの減額
調整措置の中身である。 SPSの簡素化が目指されていることと相侯って
直接所得支払いの一層の削減が図られる。 5%から13%への引き上げ幅
は画期的であるといってよい。段階的ではあれ劇的引き上げと形容さ
れても何ら不思議ではない。それだけEUの財政規律問題が深刻で、ある
所以である。今回の健康診断が財政見直しを大きな柱にしている事実は
先に述べたとおりであるが，モジ、ユレーションがこの財政見直しに根差
していることは明らかだ。モジュレーションの問題が単に減額調整にと
どまらない広範な意義を有しているのは以上の脈絡において理解されね
ばならない。欧州委員会の見解のように農村開発政策を通じて自らに還
元しうるといわれでも農民が賛意を表明しないのはもっともなことであ
る。
直接所得支払いに対してますます厳しいタガがかけられるに至った環
境の困難さは農民には相当こたえるはずだ。 NFUが2003年改革による 
21) EU reveals its CAP ‘health check'，http:www.farmersguardian.com/story. 
asp? sectioncode= 1 &storycode= 14525，European Commission CAP Health 
Check doesn't go far enough says NFU，http://www.nfuonline.com/x24354. 
xml. 
22) Buckwell (2007)，p. 16. 
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デカップリングに関する複雑化した仕組みを正すという面で健康診断を
歓迎する一方で、，他方ではそれに強い反発を示すのもここに起因する。
義務的モジ、ユレーションの強化が議論の余地を大いに残すものとなるわ
けである。そして， EU農民が直接所得支払いの行方に関してますます
深い懸念を抱かざるをえなくなろう。この点でボンド・スキームが新た
な政策選択肢として耳目を集めることが予想される。ボンド・スキーム
は最近とみに認知度を高めているだけに，これはCAP改革の帰趨に
とっても容易ならざるインパクトをおよぼし，ボディブローのように効
いてくるであろう。 
c)で言及されるのはリスク管理とその効果的対処のことである。こ
こには生産変動から生じるリスクや生産要素投入価格の動きによっても
たらされるリスクから災害リスクといった広い意味でのリスクが想定さ
れる。介入メカニズムのセーフテイ・ネット機能への傾斜にもとづく価
格リスクやデカップルされた支持による所得水準の固定も生産変動につ
ながるものでリスク管理の対象となる。ここでの大見出しが「新しい試
練に対処するJであることから理解されるように，①の課題群と②の課
題群から導かれる環境変化がすべてリスク管理に包摂される。しかし，
上述のリスクは在来型のリスクといってよく，市場原理活用型の価格政
策によりもたらされる変動リスクにほかならない。これは繰り返し言及
したとおり「企業家的な潜在能力J，I市場の要請J，I機会の利益」に照
らした農民の対応によって打開されねばならない問題であり，義務的ク
ロス・コンブライアンスとも関わってすぐに取り上げる気候変動の緩和
にも結びっく事項である。
そこで災害リスクといった問題が浮かび上がってくる。この点でEU
農民は新しいリスク管理を要請される試練に直面しているからである。
それはこれまで十分に予測されなかったリスクであるが，端的にいって
気候変動である。農業と気候変動は最近とみに大きなテーマとなってい 
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る23)。近年ヨーロッパにおいて生じた大雨・大降雪，洪水(ヨーロッパ
北部)，降雨不足や干ばつ(ヨーロッパ南部)といった気候変動は農業
生産に多大な影響を与えたばかりでなく，その結果として農産物の需給
動向にも強い作用をもたらしてきた。また この l世紀聞における l度
といった世界平均を上回る気温上昇や2003年夏の熱波のような変動もあ
る。さらにはこうした気候変動に起因する水資源の確保，生物多様性の
保全といった重大な派生問題も浮上している。ここにはグローパルな問
題の一環としての地球温暖化の問題が横たわっている。この気候変動の
問題はそれこそ国ごと 地域ごとの差異はあるが さしあたり EU規模
で対応しなくてはならぬものである。欧州委員会の認識では農村開発政
策がこの問題に対し積極的な寄与をなしうるという。
すなわち，農村開発政策を通じてEU農業が温室効果ガスの排出削減
にほかのどの産業部門よりも貢献することになると考えられている。事
実， 1990年代中葉から今日までの農業からの温室効果ガスの減少は顕著
である。それでもなおかつ水資源の確保，生物多様性の保全，そしてバ
イオ燃料といった環境維持に直結する問題と気候変動は相互に連動して
いるので，農業への削減圧力は強まるといわれている。つまり，これら
の問題は農業や農村地域の維持にとって必要不可欠な内容を有しており， 
EU農民がこの新しい試練にどう立ち向かうのかが問われることになる
わけである。 
2007年の 6月には『ヨーロッパにおける気候変動に適応する.](Adapt-
ing to climate change in Europe) と題した欧州委員会の緑書が出され
たし， 7月には iEUにおける水不足と干ばつの試練に立ち向かう J(Ad-
dressing the challenge of water scarcity and droughts in the Euro-
23)	 Agriculture and climate change，http://ec.europa.eu/agriculture/climate_ 
change/index_en.htm. 
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pean Union) と題する通知が発せられた。相次いでこのような文書・
通知の公表や発表がなされた点に欧州委員会の差し迫った危機意識が現
れている。それを受けて気候変動に対処するためのコスト算定や営農実
践が唱えられるなどの動きが活発化している。農村開発政策は旧来の多
面的機能に加えてこうした新種の多面的機能に有効に対処することが要
請されている。たとえばバイオ燃料についていえば運輸部門において 
2020年までにエネルギー消費の10%(再生可能なバイオ燃料を含めれば 
20%)を占めるまで生産奨励されるとしている。ここに義務的クロス・
コンブライアンスが見直され，内容整備をおこなったうえで組み替えら
れねばならない理由がある。
すなわち，義務的クロス・コンブライアンスの抜本的な見直しをおこ
なうことによりこれまでの「適切な農業・環境条件J維持のコンデイショ
ナル化をヨリ厳格化し，農村開発政策が自らの空間的誘導政策を通じて
それを後押しする内容である。先に述べた義務的モジュレーションの劇
的な引き上げという方向性はこうして③の課題群である「新しい試練に
対処するJといった大きなタイトルと物の見事に有機的な連関をみせて
いる。以上の議論からわかるように，①の課題群，②の課題群，そして
③の課題群は深い所で密接につながっており，このような有機的なつな
がりを有する広範な改変に着手するのが健康診断の内容であるといって
よい。健康診断は想像以上に拡がりと深さをもった「中間見直しJであ
ると捉えることができょう。 
3 改変の積み増しと農政改革の連続性 
3. 1 改変の積み増し 
2では健康診断の組み立てとそれにもとづいた内容を立ち入って検討
してきた。健康診断の全貌はそこでほぼ言い尽くされたことになる。 3
では健康診断の中身を踏まえた農政改革上の位置関係を明らかにしてい 
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きたい。 
2で論じたとおり，健康診断には予想以上の拡がりと深みがみられた。
今回の健康診断の形態的特質はまさにここにある。それは欧州議会農業
委員会によって強調されたように，微調整以上のものであるが，正確に
は「微調整以上」以上の改変が組み込まれることになっており， 2003年
農政改革の中間見直しないしは暫定的な調整にとどまりえるかどうかを
疑問視させるほどの大規模な改変である。確かに健康診断は「別の急進
的な改革J(another radical reform)ではなくとも，中間見直しの域を
越えた改変案を提起している。その点でいえば2003年農政改革の延長線
上に立つ補足的改革が何層にも重なって積み増しされようとしているの
が健康診断の正確な位置関係ということになろう。
補足的改革が幾重にも重なって積み増しされ，実施されようとしてい
る事実は， CAPの第 1の柱である価格政策の簡素化と縮小への組み替
えにおいて如実に示されている。基本的に改変はEU穀物価格政策から
牛乳・乳製品の酪農価格政策へのシフトを鮮明にするなかで，一方では 
EU穀物価格政策の改変に画期的な区切りを与えながら辺)，他方では酪
農価格政策の改変に本格的に踏み込むといった点が特筆されるのである。
価格政策の改変はこれにより大筋で片づいたとさえいって過言ではない。
現在， EU域内穀物の需給逼迫，穀物価格の記録的な高騰をみせると
いったかつての構造的過剰時とは様変わりの様相を呈してはいるものの，
自給率は100%を割っているわけではなく 過剰基調は消えていない。 
EU内部の減産基調と世界的な需給逼迫が価格高騰を後押ししているに
すぎない。さらにこの点で世界的な資金過剰下においてサブプライム関
連証券とともに穀物が投機的な金融取引の選好対象になった事実が穀物 
24)マクシャリー農政改革下での改変に始まるEU穀物価格政策の一連の歴史的改
変については，古内 (2006)を参照のこと。 
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相場の高騰に拍車をかけるものになっていた点が指摘されねばならない
であろう。穀物からのバイオエタノ}ル生産が需給引き締まりに関する
基礎的条件のひとつであるが， EU内部において穀物がバイオエタノー
ルに転化するといった事態は注目されるほどには生じていない。甜菜の
ほかに小麦が原料として利用されている事実はあるものの，それぞれ生
産量の 1%未満にすぎず その生産は緒についたばかりである。それに
もかかわらず，価格政策の改変を長期的な射程に追いやる変化が生じて
いる。間接統制の変節の歩みは尽きることなく進んでいるとみてよい。
そのなかで生産の自由化を制度的な基本線として発足時に戻すような
セット・アサイド措置の撤廃が打ち出されている。この方向はすでに定
まったとみてよい。
これはむろんSPSの改変の帰結にほかならないが今回の健康診断で
はSPSになお備わっていた部分的デカップリングを払拭することが意図
されている。その意味において2003年農政改革に組み込んでもおかしく
ないような内容が提示されており 改変の抜本性が窺われるものとなっ
ている。ここではもはや繰り返さないが，長年その「経過的性格Jが問
われてきたセット・アサイド措置の交通整理が終了し，生産からのデ
カップリングが実現する。これが改革といわれなくて何であろう。
酪農部門についても同様の事実が指摘できる。ここではEU穀物価格
政策に20年弱も遅れるかたちになりながら価格政策の歴史的な後退が実
施に移され，現在その渦中にある。そして直接的な供給管理政策として
のクォータ制度は廃止に向かったスケジ、ユールをこなす途に入ることに
なる。介入価格の劇的な引き下げに着手され，所得激変緩和措置として 
SPSが適用される。生産のデカップリングを織り込んだ直接所得支払い
が交付される今日的な特徴が酪農改革に見事に投影されている。健康診
断はもはやかつての時代に後戻りしえないような性質を具現化させてい
るわけである。先にも述べたように，穀物を中心とした耕種部門と酪農 
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部門はEU農業の要であり これにさしあたりは歴史的改革を終えてい
る午肉部門を考慮に入れれば， CAP改革は大きな歴史的節目を迎えた
ことになる。健康診断がクォータ制度の廃止に向けた日程の消化段階に
踏み込む手筈を整えたことはそれだけ強調するに値する。これもまた，
改革といわずして何と形容すればよいのであろうか。 
3. 2 農政改革の連続性とその特徴
むろん， SPSは品目横断的で穀物，油糧種子，蛋白質作物や畜産・酪
農品だけでなく，オリーブ・オイル，タバコ，綿花，砂糖を包摂する総
合的な内容となっており，これらの分野でも改変が進行中である。それ
らを無視するわけにはいかないが やはり上述の 2部門での直接的な供
給管理政策の撤廃ないしそのスケジ、ユール化は健康診断の革新性と新機
軸性を象徴するものとなっているのである。 2003年農政改革までの一連
の農政改革との連続性は一目瞭然であろう。以上に関連して牛飼養部門
や羊飼養部門で存続している部分的デカップリングの存否が関われざる
をえなくなる点が留意されねばならないであろう。実際問題として見直
しに着手されなければおかしい。
義務的クロス・コンブライアンスの見直しも重要である。義務的クロ
ス・コンブライアンスは2003年農政改革の「基軸的要素J(a key ele-
ment) との位置づけが与えられ25). SPSの改変の軸となってきた。生産
のデカップリングは実現するが 土地利用に対するコンデイショナル化
が義務づけられた。ここが2003年農政改革の核心的な内容のひとつで
あった。今回の健康診断ではこの義務的クロス・コンブライアンスの適
用範囲が著しく拡充されて今述べたコンデイショナル化がさらに進行す 
25)	 Commission moves to improve Cross Compliance system，http://ec.europa. 
eu/ agriculture/ market/ sfp/index_en.htm. 
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る。これは農村開発政策の強化と連動している。 CAPの第 2の柱に関
する内容充実にほかならない。健康診断ではCAPの第 lの柱から第 2
の柱へと比重を移すことがテンポを速めて推し進められる。すでに論じ
たように，気候変動，バイオ燃料，水資源の管理，生物多様性の保全な
どにみられる新種の多面的機能に根差す農村開発政策の振興が唱えられ
ている。この点でEUレベルでのイニシアチブははっきりしている。農
村開発政策のミニ・グローカルな実践がことさら EUにおいて問われて
いるのである。
広義で捉えてみれば環境問題に農業が積極的な貢献をおこなうとい
うことになるが，農村開発政策はボトム・アップ型でこの課題に応えよ
うとするのである。その脈絡において「さらなる義務的モジュレーショ
ンjが打ち出されてくることにもなる。義務的モジ、ユレーションの抜本
的な組み替えもまた健康診断の目玉のひとつである。それはすでに述べ
たように，直接所得支払いにヨリ一層の縛りをかける仕組みへの改変で
あり，所得支持の歪みを是正すると同時に農村開発政策の実施にとって
余剰財源を生み出そうとする策であった。この抜本的見直しにはこれま
での所強い抵抗がみられ，その行方については一筋縄ではいかず予断を
許さない状況があるとはいえ，農村開発政策といった空間的な誘導政策
を有効な施策として展開していこうとする欧州委員会の意向が強く働い
ている。
繰り返しになるが，こうして健康診断は直接所得支払いの行方，価格
政策の簡素化と縮小，農村開発政策の強化の 3点セットを特徴としなが
ら，すべての面にわたって大幅な軌道修正を図っていくものとなってい
る。そこには気候変動といった地球規模で問われている喫緊の課題を 
EU独自の方式で応えていこうとする意欲も垣間みえる。その点で補足
的改革が積み増しされている面があるだけでなく，新たな改変に向き合
う面が窺える。控え目にいって補足的改革が幾重にも重なって積み増し 
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されようとしていることは疑いない所であり，誇張をあえて恐れずにい
えば，中間見直しという形容にはとどまりえない革新性を帯びているの
が健康診断の最終的な位置づけとなる。そう考えれば，健康診断に1992
年のマクシャリー農政改革を起点に開始された歴史的な農政改革を受け
継ぐ改革性があることは明らかであり，直近の2003年農政改革との関係
では 12003年農政改革IJと形容しても何ら不思議ではない。そうなら
ないのは健康診断がフイシュラーではなくボエルにより果たされようと
しているからである。健康診断はCAP改革の圧力が予想以上に強いこ
とを示していると同時にそれを真正面から受け止めて想像以上の改変劇
となる可能性が秘められていることを告げ知らせている。健康診断の今
日的意義はまさにここにある。
おわりに一一現状と展望 
3では健康診断の今日的な評価と意義づけをおこなった。ここでは議
論の締めくくりとして現状での考えられる問題点を挙げ，あわせて今後
について若干の展望を述べることにしたい。
まず間違いなく実施されるのは価格政策のより一段の簡素化である。
価格政策のセーフテイ・ネット機能への純化傾向は明らかに深まる。 
SPSの簡素化に伴って生産のデカップリングが進行するので，価格政策
への縛りがますます薄くなる。市場原理活用の価格政策はその方向性を
いよいよはっきりさせる。 CAPの第 1の柱についてのスリム化が推し
進められるわけである。これはアジェンダ2000農政改革において端緒を
切り開かれた途のヨリ一層の徹底にほかならない。 CAPにおいて価格
政策がなお必須の柱 (anessential pilar)と位置づけられる26)にしても
その内実は確実に変容を遂げる。この変化はWTO農業交渉を進めるう 
26)古内 (2006)，6頁。 
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えでEUの交渉ポジションを強めるから対外的にも不可避の要請となる。
この点はまた，不確実性を増してきた直接所得支払いにまつわる政策的
選択肢として認知度を高めつつあるボンド・スキームを構想する論者に
大きな裏づけを与えるものとなるはずである。というのも，ボンド・ス
キーム構想においては価格政策は最小限必要とされる投機封じ込めを図
る価格変動防止のセーフテイ・ネット機能に純化するからである。この
意味で価格政策のスリム化はボンド・スキームに一段と肉迫することに
なる。ボンド・スキーム論者が健康診断に積極的な支持を与えるのは何
もこの点だけに限られるわけではないが，価格政策のスリム化が真っ先
に指摘されねばならない点であることは間違いない27)。以上の点を最初
に確認しておこう。
次に直接的な供給管理政策も間違いなく撤廃される。需給調整の主役
のひとつであった供給削減のための措置が政策的選択肢から排除される。
その象徴はセット・アサイド措置の廃止とクォータ制度の廃止に向けた
スケジュール化である。 EU内部においてイギリス オランダなどの改
革急進派が唱えていた生産の自由化が名実ともに推し進められることに
なる。こうした直接的な供給管理政策が撤廃されるのは実は当然の動き
である。というのも，直接的な供給管理政策は政策価格の維持とワン・
セットになる傾向が強かったからである。しかし，価格政策はますます
市場原理活用の方向を歩んでいる。とすれば，直接的な供給管理政策の
意味合いも薄くなるのである。その代わりに生産を自由化して，農民の
企業家的な努力と市場のシグナルに順応した対応が迫られることになる。
この点でも生産のデカップリングは著しく進展する。生産のデカップリ
ングと生産の自由化は表裏一体の関係にある。 
27)ボンド・スキームの基本的概要ならびに詳細な説明については，先に挙げた
古内 (2008c)の他に古内 (2008a)，(2008b)，(2008d)を参照のこと。 
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こうした直接的な供給管理政策の下でなされていた経営への介入ない
し経営の制約はようやく解除される手筈となるわけである。この点は評
価されてもされすぎることがないほど農民経営にとって重要な里程標と
なる。この動きにブレーキがかけられる可能性は現在の所ほとんどない。
すでに既定の事実になっている感すらある。仮にこれを覆すようなこと
があれば，健康診断自体が内部から瓦解するしかないであろう。ここに
もボンド・スキーム論者が自らの構想、の実現に近づいていると歓迎する
根拠がある。「企業家的な潜在能力J，i市場の要請J，i機会の利益jと
いった市場指向性を表すこのいずれに関してもボンド・スキーム論者は
積極的な支持を与えている。ボンド・スキームはこの 3点を極限まで徹
底する意味合いがあるからにほかならない。健康診断において実現する
この点もここで確認しておこう。
しかし，義務的モジ、ユレーションの強化となると話は違ってくる。実
際問題として1992年マクシャリー農政改革によって導入された直接所得
支払いはアジェンダ2000農政改革における厳しいタガを受けても農民の
所得源として枢要な地位を占めるまでに至っている。モジュレーション
という名の直接所得支払いの減額調整はこの意味においてEU農民の生
活に多大な影響をおよぼさざるをえない。それでも価格政策の所得支持
の歪みを是正するものとしてモジ、ユレーションが2003年農政改革によっ
て採り入れられたのである。今回の健康診断ではモジ、ユレーションの劇
的な引き上げがなされる。これはいくら改草急進派といえども反発を示
さないわけにはいかない問題である。改革急進派の国々においてすらこ
の状況であるからそれ以外の国々ではなおさらであろう。その意味で義
務的モジ、ユレーションは一大争点となっている。ここには大いに議論の
余地があり，その決着は容易ではない。それゆえ，この決着にはなお大
きな好余曲折が予想される。 EU全体で合意を見出すのは大変困難であ
ろう。これは行論のなかで検討したように，農村開発政策の帰趨と連動 
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する争点である。
余剰財源が生み出されないかぎり 農村開発政策の強化は理念として
はともかく現実には望むべくもない。とすれば，問題はますます厄介な
ものとなる。義務的モジ、ユレーションをめぐって議論が錯綜せざるをえ
ない所以である。これが健康診断にまつわる第一の問題点である。それ
はまさしく行論において言及した健康診断の 3点セットに直接関連する
シリアスな問題である。この行方の如何によっては健康診断が大きく揺
さぶられる可能性が少なくない。それほど重要な争点なのである。さて
どうなるのか。大いなる問題関心をもって事態を見守っている所である。
留意すべき問題点としてとくに注意を喚起しておこう。
次の問題点は義務的クロス・コンブライアンスの見直しに関わる。健
康診断において義務的クロス・コンブライアンスが新種の多面的機能に
立脚して抜本的な見直しを迫られることは 2のなかで言及したとおりで
あるが，これが具体的にどのように実践されるのかが問われてくる。食
糧確保機能，景観維持機能，余暇空問機能，文化継承機能というこれま
での多面的機能は農業経営を営むなかでおのずと派生してくる公共財・
サービスであるが，生物多様性の保全が動植物の福祉環境の整備につな
がるものに解釈されうるとすればそれは別にして気候変動，水資源の管
理，バイオ燃料の開発・生産などの取り組みは一筋縄ではいかない問題
である。なお先に触れたように，水資源の管理や生態系の維持という点
でみた生物多様性の保全も広い意味では気候変動と直結している。とす
れば，すべてが有機的に連関する。
そこで総論としては無条件で是認すべき命題ではあることは明白であ
るが，さて各論をどう詰めていくのかとなると現在の所はっきりしてい
ない。ここが実は最大のネックなのである。この点はEU規模で必ずし
も合意をみているわけではないからである。欧州委員会のイニシアチブ
が強く働くといっても，現実には農村開発政策の強化でしのぐほかなく， 
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そのためにはボトム・アップ型の施策が具体的に焦点となってくる。ボ
トム・アップ型をさらに追求すれば個別農家でどのような対処をおこ
なうかということになってこざるをえない。具体的にどうおろせばいい
のか。これはすぐれて営農活動 ひいては直接所得支払いのあり方に関
わる問題である。この各論的な問題にどう応えるのか。それはなお不鮮
明なままにとどまっているのである。
誰もが否定しえないスローガンを掲げても それを受け止めて具体的
に消化する途がついていなければ実現困難な話である。事実， 2003年農
政改革において導入された義務的クロス・コンブライアンスの実施は加
盟国，加盟国内部の地域実情に照らしてすんなりとはいかない問題が
あった。健康診断はこの点でおおまかな輪郭づけをおこなってその将来
についてはその後の煮詰まり具合で進めていくとする案が考えられない
ではないが，通知において立ち入った言及をおこなった以上，その行方
について具体的な指針を示すことは不可避である。それが不分明にとど
まっているとすれば健康診断は重大な難点を苧むことになる。ここに
はこの問題の決着を支えるべき財源の問題をどうするのかといった農村
開発政策の帰趨の問題が絡んでいるが，それにしても総論だけでは済ま
ない具体的課題が山積しているのである。欧州委員会がこの点に関して
どのように整合的に議論を整理しているかは詳らかではないが，あえて
いうならこの山積する問題に苦悩しているというのが実状ではないのか。
方向性としては確かなものになっているとしても営農活動や直接所得支
払いなどにまだみえていない中身がある。これが現状の懸案として第一
の問題点に劣らずシリアスなものとして提示されなければならない第二
の問題点をなす。
以上の点を考慮すれば，健康診断が想像以上の改革性を帯びているこ
との延長線上にそうした改革性に比例するだけの阻害要因が立ちはだ
かっているというべきであろう。すなわち，健康診断の拡がりと深みに 
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見合った分だけの問題性が苧まれているということにほかならない。こ
れは積極面と消極面の二つに分けられる。つまり このようなシリアス
な問題を生み出すほどに健康診断の内容が充実していることが積極面で
あるとすれば，それに見合う問題性が想像以上に根が深いという意味で
消極面を表している。この二面性を理解してこそ初めて健康診断の総合
評価が可能となる。この二面性を踏まえない議論は真を逸したものでし
かなく，対応と限界の両面に触れることなしには健康診断の正確な評価
はなしえないといってよい。先に示した問題をいかにクリアしていくの
か。この点で健康診断の行方は必ずしも開けたものではないというのが
ここでの最終結論である。決着に行き着くとしてもその道のりはなお遠
い。ボエルの手腕が試される時である。ボエルは健康診断においてフイ
シュラーよりも格段に重い責任を背負ったといえなくもない。ボンド・
スキーム構想の行方とともに今後とも31き続き注意を払っていかねばな
らない所である。
なお，ボンド・スキーム構想、に関連しては次のことを指摘しておこう。
それは義務的クロス・コンブライアンスの見直しと関わることだが，義
務的クロス・コンブライアンスは土地利用のコンデイショナル化を深め
てその縛りを強めるという意味でボンド・スキーム構想とは180度異な
る方向性をもっO セット・アサイド措置やクォータ制度のような経営へ
の介入とは次元の異なる経営への介入がなされる可能性はその分だけ大
きくなる。新たな公と私の関係性の出現にほかならない。すなわち，農
業保護の歴史的位相が屈曲してくるのである。先に指摘したような空間
的誘導政策はますます強化されるが，そこでの焦点は従来の多面的機能
からヨリ守備範囲の広い，それゆえ，別の角度からみれば対処に苦慮す
るような新機能にシフトし 農政の焦点がこのように健康診断における
「新しい試練に対処するjとの意味合いにおいてさらに拡散することで
公と私に関係した農業保護にまつわる楕円性は複雑化する。新種の公共 
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性が前面に押し出されてくることになろう。そこでは営農意欲の如何に
関わる問題性が異質の次元に転移するものと思われる。
問題は土地利用に関する縛りなのでそれがどの程度のものなのか具体
的に確定することは現時点では困難であるが，農業経営へのタガが想像
以上に厳しくなる可能性もなくはない。それが「新しい試練に対処するJ
とのタイトルで表現されているわけであるが新たな難問を形成するに
至る点についてはすでに論及したとおりである。この点からみれば，生
産と土地利用からの二重のデカップリングを核心的な内容とするボン
ド・スキーム構想、がそれ自体として直線的に政策選択肢の主流になりう
るものとはいえないことになる。以上を要約すると， 2で言及した①の
課題群と②の課題群からみれば農政改革はボンド・スキーム構想、に接近
してきているが，③の課題群との関係ではボンド・スキーム構想、と明確
な組離をきたしているといえよう。確かにこれは大きな壁だ。
しかしそれにもかかわらず，①の課題群と②の課題群から導かれる直
接所得支払いをめぐる環境の厳しさ，生産のデカップリングと生産の自
由化への流れ，価格政策の簡素化とスリム化といった事実からボンド・
スキーム構想、が支配的な潮流になる蓋然性を大いに秘めていることも一
概に否定できない。ボンド・スキーム構想への違和感は提唱まもない 
1990年から1991年にかけたかつての時期と比べてすでに解消されており，
健康診断におけるf新しい市場機会をつかむJとの項目に即せばボンド・
スキーム構想、は後継スキームとしての選択肢群から決して除外されない
枢要な地位を獲得しているとみなして差し支えないお)0 WTO農業交渉
において「グリーン・ボックス」入りすることは疑いないのでこの点で
もボンド・スキーム構想の利点は明らかである。本稿の文脈において以
上に総括を加えるとすれば，農政改革はEUパッチワーク・プラグマ
テイズムの絶えざる積み重ねの所産としてその積み重ねにふさわしいだ
けの進捗度をみせていることになろう。 
48 (736) 

千葉大学経済研究第23巻第4号 (2009年 3月)
つまり，再論することになるがあえて繰り返すと，進捗度の深さに見
合った分だけ農政改革にまつわる壁が乗り越えられるべきものとして顕
在化せざるをえなくなっているのである。農政改革は極限まで煮詰まる
途を歩んでいる最中にあるわけである。その意味では2013年に予定され
ている新たな根本的改革への道ならしをする要素がそこには確かにある。
健康診断において提起された改革面がどのような変貌を遂げるのかが関
われることになる。最後にこのことを確認して議論を終える。
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